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我が国のイノベーション・ナショナルシステムの強化に向けて
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- 個別企業と大学 等

３．「共同研究による橋渡し」

ファンディング機関

共同研究成果の技術を新製品や新事業に活用

買収

橋渡し機能の強化

「日本再興戦略」改訂２０１４（平成２６年６月２４日閣議決定）

技術シーズを事業化に結びつける「橋渡し」機能強化については、先駆的な役割が期待されている独立行政法人産業技術総合研究所（産総研）及び

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）において先行的に取り組み、これらの先行的な取組について、適切に進捗状況の把

握・評価を行い、その結果を受け、「橋渡し」機能を担うべき他の研究開発法人に対し、対象分野や各機関等の業務の特性等を踏まえ展開する。

企業のオープンイノベーションの強化

・（国研）産業技術総合研究所運営費交付金

６１７．９億円（６０８．３億円）

・クロスアポイントメント制度導入による人材流動化の推進

・研究開発型ベンチャー支援事業 １７．５億円（平成２６年度補正）

・産業技術連携推進会議総会の開催

・研究開発税制の強化（オープンイノベーション型の拡充等）

・中堅・中小企業への橋渡し研究開発促進事業

１４．２億円（平成２６年度補正）

・戦略的国際標準化加速事業 １４．９億円(１４．８億円)

・地域オープンイノベーション促進事業 １８．０億円(平成２６年度補正)

・戦略産業支援のための基盤整備事業 ８．０億円の内数（新規）

・オープンイノベーション協議会の設立

（ ） 内は平成２６年度当初予算額。
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まち・ひと・しごと創生総合戦略 （平成26年12月27日閣議決定）

Ⅲ．今後の施策の方向 － ２．政策パッケージ

（１）地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする － （イ）地域産業の競争力強化（業種横断的取組）

◎ (1)-（イ)-③ 新事業・新産業と雇用を生み出す地域イノベーションの推進 （P19）

地方における若年世代の流出・人口減少を食い止めるためには、地域イノベーション等を通じた、新産業の創出や
既存産業の高付加価値化を行い、働く場の創出、特に「やりがいのある」高付加価値産業を創出することが重要であ
る。効果的な地域イノベーションの創出、さらには地域経済を担う中核的企業の創出のためには、これまでの地域ク
ラスター政策の反省点を踏まえ、以下の３つの取組が必要である。

①フラウンホーファー研究機構を中心としたドイツのシステム等を参考に、産業界、大学・研究機関、さらに、両者
の間で革新的技術シーズを事業化に繋ぐ「橋渡し」研究機関といったイノベーションに係る各主体の役割を明確化
し、各主体のコミットメントを最大限引き出す。

②地域内に閉じがちで外との連携が不十分だった反省を踏まえ、全国の資源を総動員して積極的に活用する。

③クロスアポイント制度の活用等により人材や技術を流動化させる。

このため、関係省庁が連携して、マーケットを見据えて全国レベルで革新的技術シーズを事業化につなぐ「橋渡
し」機能、マッチング機能の強化による地域イノベーションを推進する。

具体的には、2015年度には、都道府県等に設置された公設試験研究機関（以下「公設試」という。）に（独）産業
技術総合研究所（以下「産総研」という。）併任職員を配置する等を含む、公設試と産総研の連携による全国レベル
での橋渡し機能の強化や、戦略分野における産業専門家による全国レベルでのマッチングを実現する。また、「橋渡
し」研究機関を活用した中堅・中小企業のイノベーションの支援の強化を通じて、公設試等と産総研が中堅・中小企
業の研究機能を担うことにより、中堅・中小企業が先端技術活用による製品や生産方法の革新等を実現する仕組みを
構築する。さらに、公設試等の「橋渡し」機能の強化を促すため、当該機能強化に取り組む公設試等に対し各種助成
等の重点化を図る。加えて、中小企業等の戦略的な知的財産活用のための支援体制を構築する。

また、各地域の大学・研究機関や企業には、その地域の特色に応じた研究成果が存在しているため、全国の研究成
果等の総結集や、人材や技術を流動化させる仕組み等により、各地域において地域特性を踏まえた地域の将来ビジョ
ンに基づき研究施設等を核に大学、研究機関、企業が集積したイノベーション創出拠点を構築する。さらに、目利き
人材による民間企業のニーズと大学等の研究成果等のマッチングを促進し、科学技術を活用した地域イノベーション
を創出する。 2



地域イノベーションの推進に向けた連携
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○橋渡し研究機関と共同研究等を実施す
る中堅・中小企業への支援

①中堅・中小企業への橋渡し研究開発促進事業
26年度補正 14.2億円

②革新的ものづくり産業創出連携促進事業
27年度当初 128.7億円（内数）

○公設試等への施設整備等支援

③地域オープンイノベーション促進事業
26年度補正 18.0億円（内数）

④戦略産業支援のための基盤整備事業
（戦略分野コーディネータの重点配置等）
27年度当初 8.0億円（内数）
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オープンイノベーションに関する我が国の現状

 国際競争激化と短期的業績重視が進み、企業は研究開発費の太宗を短期的研究に振り向ける傾向。

 海外の企業は、コア技術は自社で開発し、外部の技術・知識等を積極的に活用する「オープンイノベーション」
の取組みを行うことにより、国際競争力を確保。

⇒しかしながら、我が国の企業は、オープンイノベーションの取組が遅れているのが現状。
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【高等教育機関及び公的研究機関の研究開発

費に占める民間拠出の割合（2011）】
％

（出典）OECD “Science, 
Technology and Industry 
Scoreboard 2013’’

・フラウンホーファー研究所、
イエナ大学等と共同で最先
端のレーザー技術（※）を開
発、製品化。売上高10億
ユーロを見込む。

※レーザーのパワーを集中させ、

ダイヤモンド、炭素繊維等ほぼ

すべての素材を迅速、正確かつ

効率的に加工する

超短パルスレーザ

ー技術

大学・研究機関の技術活用例

M&A
449
件

90%

IPO
49件
10%【米国のベンチャー企業の

出口におけるM&AとIPOの割合
(2012年)】

（出所） （一社）ベンチャーエンタープライズ
センター資料より経産省で作成

鮮色

シミ取り 洗剤

・米国の中小企業の水溶性
フィルム送達に関する最先端
技術を導入し、共同開発しタ
イドポッド洗剤（※）の製品化
に成功。

※3つの異なる洗剤成分を各袋の

中に別々に包装し、温水から冷

水までのあらゆる水温において

溶ける製品。

中小企業の技術活用例

〈 ボッシュ社 〉 〈 Ｐ＆Ｇ社 〉

【企業側の原因】我が国企業にはオープンイノベーションのメリットや進め方が十分浸透しておらず、
経営判断として組織内の抵抗を乗り越えることが困難であるため。
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オープンイノベーション推進に向けた取組（１）

控除率大幅引上げ
（現行12%）

試験研究費の増加額
×増加割合（5～30%）

【増加型】 【高水準型】
選択

＋

＜控除上限＞

法人税額の10％

法人税額の25％

【総額型】
試験研究費の総額×８～10％

中小企業は、一律12％

売上高比10%超の試験研究費
×控除率（※1）

※1 （試験研究費割合-10％）×0.2

※ １年間の繰越控除制度を廃止

＋

【オープンイノベーション型】
法人税額の5％特別試験研究費×20％又は30％（※2）

※2 大学・特別試験研究機関等との共同・委託研究 ：30%
企業間等（中小企業からの知財権使用料等の追加）：20%

総額型とオープン
イノベーション型
を別枠化

○ オープンイノベーション型の抜本的拡充（控除率大幅引上げ・控除上限別枠化・対象費用拡大）（恒久措置）
○ 総額型とオープンイノベーション型をあわせ、控除上限３０％の確保（総額型２５％＋オープンイノベーション型５％）（恒久措置）

○ 繰越控除制度は廃止。

新制度

控除上限は、
あわせて３０％

対象費用
追加

改正概要

＜適用期限＞

平成28年度末まで

恒久措置

恒久措置

１．研究開発税制の強化・重点化

企業のオープンイノベーション（外部の技術・知識を活用した研究開発）を促進し、企業（大・中堅・中小・ベンチャー企業）・橋渡し研
究機関・大学等が各々の機能を発揮しつつ有機的に連携するイノベーション・ナショナルシステムの強化を図るため、控除率を大幅に
引き上げるとともに中小企業の知的財産権の使用料等を対象費用に追加するなど、オープンイノベーション型を抜本的に拡充。
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オープンイノベーション推進に向けた取組（２）

２．クロスアポイントメント制度の導入

３．オープンイノベーション協議会の設立（平成２７年２月１２日）

（１）設立趣旨
オープンイノベーションの推進事例の共有や啓発・普及活動、政策提言などを実施するため、民間事業者が主体となった協議会を設立。

（２）役員等
会長：コマツ野路会長
幹事：オープンイノベーションに積極的な企業のトップ・役員が就任。

（日立、三菱電機、東芝、トヨタ、富士フィルム、東レ、LIXIL等の役員クラス、
中堅・中小ベンチャー（GNT企業等）のトップ）

会員：企業会員176社、賛助会員（大学、研究機関、自治体等）42法人が参画。
事務局：NEDO

（３）具体的活動内容
①会員間におけるオープンイノベーションの推進事例の共有
②海外のオープンイノベーション動向の把握
③会員企業以外への啓蒙普及活動
④政策提言

⑤オープンイノベーション白書の作成
⑥重要分野におけるオープンイノベーションの推進の検討
⑦大学・研究機関等との交流の促進

クロスアポイントメント制度の基本的枠組みと留意点について、
制度官庁との協議を経て、経産省・文科省が取りまとめ、公表。
（平成２６年１２月２６日）

（１）従来の限界

（２）新しい制度

派遣先機関の業務は全勤務時間の２０％程度が限度。

派遣先機関の業務との従事割合は自由。

大学・研究機関・
企業等

（出向先）

研究者

雇用契約 雇用契約

クロスアポイントメント協定

出向先業務
（例 従事割合５０％）

出向元業務
（例 従事割合５０％）

給与、社会保険料等
負担分の支払

給与支払

大学・研究機関・
企業等

（出向元）

6


	スライド番号 1
	我が国のイノベーション・ナショナルシステムの強化に向けて
	まち・ひと・しごと創生総合戦略 （平成26年12月27日閣議決定）
	地域イノベーションの推進に向けた連携
	オープンイノベーションに関する我が国の現状
	オープンイノベーション推進に向けた取組（１）
	オープンイノベーション推進に向けた取組（２）

